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• &a 会長就任にあたって司会

このたび. 思いがけず第 4 期の会長に選ばれ
てしまいました。名誉なことではありますが.
重責を果たしうるかどうか，心許ない限りです。
我々のヤ会は. 20 年を越す家族社会学セミ

ナーの時代を終たのちに，森岡清美先生を初代
会長として rj宣伝されてから. すでに 10 余年を
経て，会 nも 600 名に達する組織に発展して来
ました。¦ セミナ一時代 j との大きな違いは，
制常組織となった地繋の上に，年次大会の開催
と機関誌を定期刊行する体制に入ったことでし
た。以後. 2 代 1 : 1 のIE岡寛司先生の折りには.
学会事業としての全[ J i . ! 家族調査の実施と文献デ
ータベース構築の具体化がはかられ，学会倫理
宣言は次期へ引き継がれて実現しました。次の
袖井苧子会長のもとでは，機関誌の年 2 号発行
体制，学会事務の一部外部化. 学会賞( 奨励論
文官) の制定へと進み，さらには韓国家族学会
の呼びかけを受けて，学会聞の国際交流を具体
化させるなど，持実に専門研究者団体としての
活動と組織を定着させつつあると思います。

さて. 4 代目会長としては何を目指して進め
ばよいでしょうか。私は¦ セミナ一時代」以来，
森岡先生はじめ歴代会長のお手伝いとして. あ
れこれお! I tHI話役をさせていただいたのは事実で
すが，ご承知のように. 学問上のリーダーシッ
プをとって，珂論的な方向付けを強力に打ち出
せるようなタイプではありません。一方学会と
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しては， これまで成長し，整えられてきたアカ
デミックコミュニティとしての基盤をさらに組
織的に整備し，活動の幅を広げていくことが，
求められる発展方向であろうと思います。そこ
で私に出来そうなことは. これまでの成果を維
持しつつ，理事の皆さんや会員の皆さんの中か
ら出てくる新しい発展的なアイディアを具体化
させていく道筋を探す作業あたりではなかろう
かと考えています。
もう少し積極的に言うと，学会活動の基礎と

いえる，研究大会と機関誌の内容の A 層の充実.
当初の目標通りデータの公開まで進んだ全国家
族調査の第 2 阿 (NFR03) へ向けての実施準備，
外部委託とインターネットの活用を組み込んだ
学会運営の効率化，などの基盤整備の上に，さ
らに国際交流，学際的交流を進めることが，次
の目標になるのではないかと考えます。
国際化については，昨年来の韓国家族学会と

の交流事業の進展を基礎に，アジア諸国の研究
者との交流を組織化していくことが求められる
ところですし，米国を始め欧州諸国との交流で
は，全国家族調査を踏まえた，国際比較研究の
可能性が大きく聞かれていると思います。今日
的課題である，近代国民国家，福祉国家をこえ
た社会システムの再構築と，人々の生活拠点と
しての家族のあり様の変化は無関係ではあり得
ないことですから. 家族研究も，他の社会学研





送られてそこから実行委員会に送られること，
時間的にも業務としても口スではないでしょう
か。ではどんな仕方で? すべて実行委員会任
せという {t } j ・も身えられますが，それでは引き
受けてが限定されるというマイナス点がありま
す。そこで用事会で検討していただく提言をし
て結ぼうと思います。
会場校の地域で企画・実行委員会をつくる。
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委員としては，研究活動委員長，実行委員長，
会場校周辺の理事，会場校の実行委員の若千名
で企画委員会を構成して具体的な立案をする。
大枠の立案後の具体的な作業は企画委員会と連
絡を密にして実行委員会の責任で進める。メリ
ットは 2 つあり，準備作業が円滑になること.
会議費( 交通費) の節減です。よりベターな仕
方の検討・論議をお願いします。

司自由報告

A ( 未成人の親子関係)
L 情報化社会の親子関係ーリモートマザリングの可能性について( 井上清美・八巻睦子)
3. 母親の就業は子どもに影響を及ぼすのか 母親の職業経歴による差異( 末盛慶)

•

本分科会では. 予定された 3 報告のうち， 2
つの報告と討論が行われた。
第一報告( 井土・八巻) は，中学生の子を持

つ女性たちにとって，携帯電話がいかなる機能
をもつかについての実証報告である。携構電話
は常勤の母親たちに便利に使われ，内容的には
子に対する子段的な伝達に多く肯定的に利用さ
れていること，また手段的機能の強調は個人化
，意識の高い母親に多いことが報告された。子育
てに責ー任をもちたい( もたざるを得ない) 母親
たちに有益な機器とみえる。子育てに要請され
る交通形態・内容がより整理されることで，携
帯電話のもつ特性の関与がさらに明快になるよ
うに思われる。第三報告( 末盛) は，母親の就
業が子どもにらえる影響，とくにその独立心の

発達への影響に関する実証報告である。女性に
おけるフルタイムの職業の持続と， 子の独立心
の高さに連闘があること，媒介になるのは， t吐
帯収入の高さであることが報告された。一定の
収入を持続的に確保できる職業を選択する( で
きる) 女性がもつであろう，子への態度や教育
方針と子の独立心の発達との関連もまた実証さ
れることで， この報告のもつ意義がさらに高ま
るものと思われる。
今は母親の就業選択を問題にする段階ではす

でになく，母親の就業と「子どもの養育との両
立を可能にする社会的条件 l を探ることが現在
の課題だ，という第二報告者の結語を大切にし
たい。

高田洋子( 福井大学)

B ( 夫婦関係)
L 夫婦聞における「性格の不一致 j という問題( 大瀧友織)
2，夫婦ベアデータ(2) ( 土倉玲子)
3.夫婦の勢力構造と言語コミュニケーション構造との関連( 施利平)

第 l 報告は. 新聞の身の上相談を資料として
いる。資料としてはこれまでもよく利用されて
いるが，大瀧報告では KHCoder というコーデ
ィングプログラムを用いて集計と分析を行ない，
! 不満を持たれる性格の変遷 j などの結果の表

示についても， I:夫を加えている。第 2報告は，
犬婦ペアでのデータの収集と分析を進めている
報告者が，妻の所得が恢帯所得に占める割合が

夫婦のコミュニケーションや関係の評価に及ぼ
す効果を分析した。同じ要因でも，夫から収集
したデータと妻から収集したデータでは異なる
効き方をしている。男性から収集したデータと
女性から収集したデータでは，同」の変数につ
いて回答分布にズレが生じ( 妻の就業，夫の家
事参加などに変数問の関連にも違いがあるこ
とは，SSMI995 や NFR1998 においても確認さ
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研究に対して婚外子当事者¦ に焦点を合わ
せた研究が報告された。そこでは特に当事者が
抱く¦ 強い自己否定感 J が指摘され，それを価
値まIJ奪現象という文脈で捉え直される試みがな
された。第三報告( 大和) では「家族について
の全国調査 l をデータに「ケアを頼りにする
人¦ の選択について，ジェンダーと経済階層に
着 H した考察がなされた。そこでは夫が家計支
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持者，妻がケアラーと振り分けられる性別役割
分業のあり方が，ケア経験について，男性では
経済階層間の格差を縮小する方向に，他方女性
では専門家の利用可能性という点で階層間格差
を拡大する方向に作用していることが示された。
当日は三報告とも簡潔で示唆的な内容だ、った

ため，討論も活発に行われた。
( 須長史生・昭和大学)

E ( 労働と階層)
1 . 未婚化・社会階層・経済変動( 加藤彰彦)
2.農家女性の農業労働と家族内役割分担一宮城県遠田郡田尻町の事例を手がかりとした考察

( 丹治祥子)
3. 既婚女性の就業と社会的格差の趨勢( 村上あかね)
4. 女性の基幹労働と終業継続に関する実証研究一総合職・基幹職女性調査から( 森田美佐)

第 l 報告は全住l家族調査 (NFR98) データに
よる初婚確本のイベントヒストリー分析の結果
報告であった。年度ごとの対前年 GOP 比を独
立変数に組み入れて、経済成長率が初婚確率に
与える影響の大きさを定量的にあきらかにした
ことが特徴である。第 2 報告は宮城県・仙台近
郊の地域での農業をめぐる変化のなかで農家女
性がとってきたライフコース kの選択を、聞き
取り調査によって追ったものである。特に、 rill
・の農家に属する 2 依代の女性( 姑と嫁) のラ

イフコースを比較する調査手法が興味深かった。
第 3 報作は 1985 { ドと1995 年の¦ 社会階層と社
会移動 I (SSM) 調査データによって、世帯収
入の格産の 10 什. 問の変動を観察したものであ

F ( 成人の親子関係)
1 . 親・成人子関係満足感の説明モデルの検証一成人子による関係評価に注目して( 田中慶子)
2. 交換理論アプローチから見た中期親子関係の相互援助関係 大阪府茨木市における中期親子調
査の結果から( 保田時男)

3. 家族ライフスタイル論的アプローチによる成人期親子関係研究( 春日井典子)

•

 
白山報行 Fは，いずれも成人の親子関係を扱

った 3 つの報告からなる。
最初の田中報告では. NFR98 データを用い

て. 成人一子の炎明する親子関係満足感に適合的
なモデルを，重回 l帰分析の結果を基に検討した。
続く保 If ! 報作は，大阪府下での調査データを用
いて，交換関係という視点から. 中期親子の相
付; 援助関係が子どものライフステージによって

る。夫婦の職業の組み合わせ別に収入の中央値
の変動のグラフを提示して、趨勢の詳細な記述
がなされた。第 4報告は女子大学の卒業生を対
象とした独自調査による分析である。分析の中
心となるのは、基幹的な労働を続けているか離
職したかに関する判別分析であり、職場の状況
や配偶者側の条件によって継続/ 離職が規定さ
れていることが示された。
2 時間で 4 つの報告をこなしたため、 I基礎的

な質問を 2，3 受け付けただけで時間が過ぎてし
まい、じゅうぶんな質疑の時間をとれなかった
のが残念だった。

( 田中毒人・東北大学)

どのように変化するかを，ログリニアモデル分
析の手法を使って分析したものである。最後の
春日井報告では，成人期親子関係研究に家族ラ
イフスタイル論的アプローチを適用する価備と，
その際の問題点についての検討を中心とした。
それぞれ方法論的にも概念論的にも意欲的な

研究であり，フロアからの質問や意見も活発で
あった。田中報告に対しては. 指標の適切さや
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•

育児を¦ 子伝ってくれる j ことが満足をもたら
す，というジェンダー秩序の維持・強化を支持
することになるのではないか。また第二報告で
は，少子化対策によって女性たちが「理想子ど
も数¦ を産むよう社会的J t :f]を受けることを容
認することにならないだろうか。これらの危険
性を認識しておかなければ. 研究はその批判力
を1 '1 ら政棄することになろう。第 i報告( 山
地) は，男児選好に関する怠識的変化にマスメ
ディアが* = たした役割を明らかにした。この報
告は韓国における問題を指摘しただけでなく，
産む/ 産まないことを強制する人口政策的要因，

I ( 家族病理)
1 . 配偶関係別自殺率の分析( 石原明子・清水新二)
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家の継/ 衣や祖先崇拝に関わる要因などが第ー・
第二報告においては自明的に欠落していたこと
を逆照射することによって，現代日本の出席状
況の特徴を浮き彫りにしてくれた。二〈つの報告
がこれを契機として刺激しあい. より深まるも
のと期待する。
それにしても， 子どもを産むことや育てるこ

とが，なぜ特に l女性たち l にとって危機とな
ってしまうのか。会場でも指摘されたことだが，
I常識」を超えて男性たちを重点的に調査する
ことこそ今後必要であるとも感じさせられた。

( 田間泰子・大阪産業大学)

2. 夫から妻への暴力が生じる背景についての分析 DV と夫婦げんかはどう違うのか( 片岡佳美)
3. 虐待と家族再考一高齢者虐待を中心に( 熊谷文枝)

第 l報告( 石原・清水) では，近年，わが国
で IfJi い自殺本が続いている状況に対して予防策
を講じるねらいから，旧厚午省の 1995 年度人
口動態統計の死亡禁を用いて冒年齢月 I] ，配偶関
係，就業状況，配偶者年齢差と自殺率との関連
が報告された。配偶者がいることは自殺リスク
をドげること. 自殺リスクを上げる要因にジェ
ンダー差がみられることなど，興味深い知見が
紺介された。第 2 報告( 片岡) は I夫から妻
への暴力が生じる背震についての分析」として.
質問紙調合をもとに，委が夫から受けた暴力を，
DV と認知する場合と夫婦げんかと認知する場
合の違いに対して. 妻が夫婦関係を維持しよう
と努力しているか行か，実の非対称的なジヱン

ダー観などが影響しているという研究成果を発
表した。 DV 被害交性の白己評価の低さ，対象
をぺアでとることの必要性. DV のケア問題な
ど，活発な質疑がなされた。そして，第 3 報告
( 熊谷) は. DV 問題の捉え方として，火性も

男性も被害者であり加害者であるという認識の
必要性や家庭内の暴力を家族ライフサイクル的
俄点で捉えることの重要性について興味深い指
摘がなされるとともに，わが国の高齢者 I台待の
実態をふまえて，解決策も提起された。
急 i盛 口司会の代役をお引き受けしたが，充実

した報告と質疑応答のお陰で. 無事終了。
( 神原文( - . 相愛大学)

J ( 中国の家族)
1 . 現代中国農村地域における出産実態 農村における「黒按子」の生活実態調査から( 李東輝)
2. 中国における親族関係研究 改革開放以後を中心に( 王 偉)
3. 現代中国における家族生活と家族問題一中国農村部の家族生活調査をも止にした考察

( 鈴木未来)

イト: 東輝報; りではI 一人っ子政策 l のもとで，
伝統的家朕立識に規定されて牛. じた黒核子( 戸
籍を持たず，国民/ 住民として登録されない子
ども) について，経済状況が悪く，心理発達 i:
の問題も抱えているという実態が，現地調査に
もとづいて論じられた。鈴木未来報告は，大都

市近郊農村に滞在しての住民聞き取りをデータ
として用いて，改革解放後の農業以外の経済活
動の拡大と，その一方での生活機会の格差の拡
大がもたらす家族問題について，これを社会問
題として論ずる視点が提示された。以上 2 報告
に対して，王偉報告は. 生産責任請負制と農村
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年明けには全会員宛に. セッション報告，自由
報告などの申し込み案内を送付する予定であり
ます。
国際交流については，韓国家族学会との交流

が次回大会においてもテーマセッションの l つ
に予定されており. 韓国の研究者たちの参加が
見込まれています。今後，国際交流がますます
盛んになるということであれば，国際交流につ
いては悶際交流委員会あるいは渉外委員会とい
った新規の委員会を理事会内に設置することも
考えられます。これは今期の懸案事項の l つで
あります。なお従来，研究活動委員会において
学会のホームページ( http://wwwsoc.nii.ac . jp/• ̃ 庶務委員会

前期の委員会では，牧野カツコ委員長を中心
として¦ 煙事選挙規定 I の見直し作業等が行わ
れてきました。今期委員会もこの選挙規定の継
続作業を行うとともに. 新たなる作業として学
会の組織問題についても検討するようにとの要
望が石原会長から提示されております。学会の
組織問題としては，各委員会の分掌事務の整理 .

現全国家族調査委員会
第 1 [ l : : !J 全国家族調査の研究活動は. 2000 年

発行の第 1 次報告書『家族生活についての全国
調査 (NFR98) No. U. および‘2001 年発行の第
2 次報告書( 全 7 冊，合計 59 論稿) の作成を
もって l つの区切りがつきました。 1998 年に
実施した夫婦関係についての予備調査データに
加えて. NFR98 データも東大 SSJ を通じて公
開されています。試行錯誤しながらも l つの区
切りをつけることができたのは，大勢の研究会
員の熱怠. NFR 委員会委員および幹事の生半
可ではない努力によるものですが，とりわけ研
究活動委員長としてこの調査研究事業を立ち上
げ，会長としてこれの始動を支援し，さらには
NFR98 実施本部長として実務に携わった正岡
寛司. そして 2 期にわたって委員長の重責を負
った渡辺秀樹の両氏の労は陸大なものでした。
記してその労をねぎらう次第です。
本調査の怠義の l つは，将来にわたって日本

家族の基礎的動向のーま舗を精確かつ信頼できる
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jsfs2/index.htm l ) が開設され，維持管理されて
きましたが，今期からは，維持管理に関する一
切の仕事が事務局に移転されます。
研究成果の出版企画および支援については，

家族社会学研究シリーズ 5 I f 家族社会学の分析
視角 JI ( ミネルヴァ書房) の出版をもって手持
ちの企画はなくなりました。会員からの新たな
企画が期待されます。その他，地域別の研究活
動への支援や特定のテーマによるワークショッ
プや合宿形式のセミナーなどの企画を検討して
いきたいと思います。会員からの積極的な提案
を期待しております。

( 野々山久也・印南大学)

会員の拡大，機関誌の販路の拡大. 事務局の後
方支援等があるかと思います。今期の委員会で
は，牧野前委員長が構築した庶務委員会の体制
を継承しながら，石原会長から与えられた課題
に応えて行こうと考えておりますので，会員の
方々のご協力をお願いいたします。

( 清水浩昭・日本大学)

データとして累積していくことにあります。こ
のことを目指して，本委員会は学会第 4 期理事
会においても活動を継続します。幸い，第 2 回
調査を実施するための科学研究費の交付が決定
しており，これの準備と実施が委員会の重大課
題ですが，本委員会のなすべきことはこれにと
どまりません。
2001 年学会総会をもって任を終えた NFR 幹

事会( 全国家族調査委員会委員を含む) は，そ
の最後に，これまでの活動過程を反省しつつ，
本調査研究事業の継続に向けて必要な活動の検
討をかなりの時間をかけて行いました。その結
果，①第 2 回調査 (NFR03) は全国家族調査委
員会の責任において学会活動の一環として行う
こと，②戦後日本家族の変化に関する調査
(NFR-S 01) の実施も同織とするとと，③ NFR

98 に関連しでも課題が残されていること( 海
外へのデータ公開準備. 最終成果の刊行などに
④第 3 回以降の調査を含む中長期ヴィジョンを
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検討する必要があること，などが確認されまし
た。加えて，全同家族調査委員会の下，①につ
いては NFR03 ' た行委員会，②については SOl

J l ) £( 通称 I戦後腕 I) が活動を推進することに
ついても合意されました。
本委員会は. fi原邦雄，稲葉町英，神原文子，

嶋崎向子，清水新- - . 西野理子，藤見純子，松
旧苑子，渡辺秀樹を委員として( 委員長・藤見
事務局長・嶋崎) . 基本的にこのん- 向づけにし
たがってすでに活動を開始しました。 NFR03

実行委員会には吋 l白ー 15 名( 神原委員長，西野
事務局長，本委 H会委員 7 名を合む) が. S 01

腕には II 名( 松 Hi代表，大久保孝治世話人を
台む) がそれぞれ参加しています。しかし今後，

現データベース委員会
前期委員会では、日本社会学会との協力によ

り、戦後日本で先表された社会学文献のデータ
ベースを作成し、現紅それは国立情報学研究所
の日本社会学会ホームページなどから利用可能
となりました。これは会員の研究活動のための
利便性を画期的に高める成果だと自負してよい
でしょう。[ f 本家族社会学会では家族社会学関
係の文献を収集しましたが、それが社会学全体
の大きなデータベースの一部となることで、利
便性はいっそう向まったと肴えると思います。
今期委員会では、この成果の上になち、より

l正確で合理的な作業が可能になるシステム作り

R 第 12 回大会実行委員会
2002 fドの第 12 同大会の開催を東京学芸大学

でお引き受けすることになりました。本学はそ
もそもは教員長成系大学で，社会学科というよ
うなまとまった組織はありません。近年では，
児 41，生徒数の減少に伴って，いわゆるゼロ免
課程の定員を m}J f J させて多岐にわたる専攻が設
けられるようになり. 教室組織と研究室組織を
分離するようになりました。また，大学院博士
課程は. 横浜 l司、立大学，千葉大学，埼玉大学と
連合大学院を構成しております。このような複
雑な組織で大会をお引き受けすることになり，
少々不安を感じておりますが，今 l口r. 幸か不幸
か，事務局もお引き受けすることになったので，

とくに NFR03 の実施に向けては，多くの会員
に積極的かつ実質的な参加を呼びかけたいと考
えています。
なお， 上記の第 2 次報告書全 7 冊は若干残部

があります。過 uの大会時にもお知らせしまし
たが，配布を希望する学会会 Hには無料で l セ
ットお渡しします。また，非会員の希望者にも
l セット 5、000 円( 実費) でお分けできる可能
性があります。希望者は，本年末までに委員会
事務局( 早稲田大学文学部嶋崎研究室) にお巾
し出ください。会員・非会員とも送料の負拘を
お願いします。

( 藤見純子・大正大学) •
を追求したいと考えます。具体的には、窓口が
二つある( 日本家族社会学会と II本社会学会)
ことによる重複登録や作業の二重化を避けるた
め、各個人にとって窓口を- 本化し、日本家族
社会学会と日本社会学会の両方の会員である方
は日本社会学会の調査のみに問答し、日本家族
社会学会はその他の方々からのみ情報を収集す
るという方法をとることにしたいと思います。
どうかご理解とご協力を賜りますようお願いし
ます。日本家族社会学会に回答する方法の詳細
につきましては追ってお知らせします。

( 落合恵美子・国際日本文化研究センター)

円滑に学会を運営できるよう事務局の山田昌弘
先生ともども努力したいと考えております。

* * *
国立大学は大検などの会場に使用されること

もあり. 3 月末まで来年度の使用は確定できな
いそうです。 9 月 21 日( 士) . 22 日( 日) とい
う予定で申請し，教室の確保を悶りたいと思っ
ております( 大会時のアナウンスとは違ってお
ります) 。近年の不景気による公共事業のおか
げで，学芸大学の建物はだいぶきれいになりま
したが，それでもクーラーの使える教室は限定
されており，例年のように 9 月第 l 週ではなく
第 3週と考えておりますので. どうぞご予定に
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